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【２】「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の実施忘れ」（医療安全情報No.４９）について

（１）発生状況
医療安全情報 No. ４９（２０１０年１２月提供）では、Ｂ型肝炎ウィルスキャリアの母親から生ま

れた児に対して、プロトコールに従った母子感染防止対策の実施がなされなかった事例が報告されて

いることから「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の実施忘れ」を取り上げた。（医療安全情報掲載件数６件

集計期間：２００７年１月～２０１０年１０月）。

今回、本報告書分析対象期間（２０１５年７月１日～９月３０日）において類似の事例が１件報告

されたため、再び取り上げることとした。

医療安全情報提供以降に報告された「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の実施忘れ」の類似事例の報告件

数を図表Ⅲ - ３- ３に示す。

図表Ⅲ - ３- ３　「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の実施忘れ」の報告件数

１～３月
（件）

４～６月
（件）

７～９月
（件）

１０～１２月
（件）

合計
（件）

２０１０年 ０ ０
２０１１年 ０ ０ ０ ０ ０
２０１２年 ０ ０ ０ ０ ０
２０１３年 ０ ０ ０ ０ ０
２０１４年 ０ ０ ０ ０ ０
２０１５年 ０ ０ １ － １

図表Ⅲ - ３- ４　医療安全情報 No. ４９　「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の実施忘れ」
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（２）事例概要
本報告書分析対象期間に報告された事例の概要を以下に示す。

事例
【内容】
患者は経産婦であり、Ｂ型肝炎キャリア、妊娠糖尿病、胎児水腫の疑いで他院より紹介され
当院を受診した。診察を行った医師Ａは、紹介状の「ＨＢｓＡｇ＋，ＨＢｅＡｇ－」の情報を産科
カルテ（産科に特化した電子カルテの部門システム）の予診記録欄に記入した。その際、他院の
採血検査データがあったため血液検査は施行しなかった。
保健相談室担当助産師は、初診時の病歴聴取ならびにＢ型肝炎感染予防対策の説明を行う予定で
あったが、患者から「分娩は他院の予定」との希望があり、また患者の疲労感が強かったため説明を
しなかった。その後、医師Ｂは外来で健診を行った。他院からの紹介状と血液検査データはスキャン
され、電子カルテの基幹システム内に保存された。
約２ヵ月後、患者は妊娠３８週で陣痛発来したため当院へ緊急入院し、２時間後に経腟分娩で出
産した。分娩に立ち会った医師Ｃと助産師は、母体がＢ型肝炎キャリアであることを認識してお
らず、小児科に情報を伝えなかった。入院中、主治医である医師Ｂはグロブリン投与、ワクチン
接種が行われているかの確認をせず、母子共に産褥４日目に退院となった。
１ヶ月健診時に母親から「Ｂ型肝炎に関してこの子に何かしなくていいのですか？」と質問が
あり、児に予防対策が実施されていないことが分かった。その後、グロブリン投与ならびにＢ型
肝炎ワクチンの接種と児の採血が行われた。

【背景・要因】
・　 感染症の情報は、産科カルテの「特記事項」へ記載することになっていたが、記載されてい
なかった。

・他院での検査結果を持参した妊婦は、当院での感染症の検査をしていなかった。
・入院から分娩までの時間が短く、病歴を十分に聴取する時間がなかった。
・同日のほぼ同時間帯に重症の母体搬送があり、人手が不足していた。

（３）事例が発生した医療機関の改善策について
事例が発生した医療機関の主な改善策を以下に示す。

○システム

・　 電子カルテと産科カルテ（産科に特化した電子カルテの部門システム）の「特記事項」の

２ヵ所に感染症の陽性所見を記載する。

・　 検査データは、電子カルテの基幹システムから産科カルテに転送されるため、他院の検査結果を

持参した妊婦であっても、初診時には感染症（Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎、梅毒、ＨＩＶ、ＨＴＬＶ－１）

と血液型の検査を行う。

○確認方法

・分娩時に医師と看護師で声を出して、感染症と血液型の再確認を行う。
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（４）Ｂ型肝炎母子感染防止対策について
厚生労働省は、各都道府県、政令市、特別区に対し、平成１６年４月２７日付雇児母発第

０４２７００１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の

周知徹底について」を発出し、各医療機関において適切な対応が行われるよう指導することを求めた。

さらに、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課より出された平成２１年１２月４日付の事務連絡１）

では、医療機関内の産婦人科と小児科の連携不足等の理由でＢ型肝炎ウィルスキャリアの妊婦から生

まれた児に対して、出生直後の抗ＨＢｓ人免疫グロブリン投与のみが行われ、Ｂ型肝炎ワクチン接種

が行われず、母子感染が成立したと考えられる症例が報告されたことを受けて、Ｂ型肝炎母子感染防

止対策の周知徹底を指導するよう求めた。

その後、平成２５年１０月１８日付薬食審査発１０１８第１号・薬食安発１０１８第１号厚生労働

省医薬食品局審査管理課長・安全対策課長連名通知「新たに薬事・食品衛生審議会において公知申請

に関する事前評価を受けた医薬品の適応外使用について」２）が発出され、医薬品組換え沈降Ｂ型肝炎

ワクチン（酵母由来）ならびに医薬品乾燥ＨＢｓ人免疫グロブリンについて、用法・用量の変更承認

申請がなされ、新たな接種スケジュールが保険適用となった。さらに平成２６年３月１７日付健感発

０３１７第３号・雇児母発０３１７第３号厚生労働省健康局結核感染症課長・雇用均等・児童家庭局母

子保健課長通知「Ｂ型肝炎母子感染予防方法の変更について」３）が発出され、前述した申請内容を承

認し、併せて予防接種対策及び母子保健対策の推進、Ｂ型肝炎母子感染予防方法の変更を周知徹底す

るよう求めた。変更された事項および変更後のスケジュールについて次に紹介する。

誕生

１回目

生後１月 生後２月 生後３月 生後４月 生後５月 生後６月

２回目
（１回接種後１か月）

３回目
（１回接種後６か月）

５日以内（生後１２時間以内が望ましい）

※厚生労働省「Ｂ型肝炎母子感染予防方法の変更について」より一部抜粋

抗ＨＢＶ免疫グロブリン

Ｂ型肝炎
ワクチン

変更された事項

変更後のスケジュール

従来のスケジュール 変更後のスケジュール

出生時
グロブリン投与

グロブリン投与のみ Ｂ型肝炎ワクチン接種を同時に実施

出生後４８時間以内が望ましい 出生後１２時間以内が望ましい

出生後２ヶ月
グロブリン投与

投与する
（母親がＨＢ e 抗原陽性の場合）

投与しない

Ｂ型肝炎ワクチン接種

生後　２ヶ月 誕生

３ヶ月 生後　１ヶ月

５ヶ月 ６ヶ月
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＜参考＞　変更前のスケジュール

誕生

１回目

生後１月 生後２月 生後３月 生後４月 生後５月 生後６月

２回目
（１回接種後１か月）

３回目
（１回接種後３か月）

５日以内（生後４８時間以内が望ましい）
母体のＨＢｅ抗原陽性の場合、生後２月で２回目

抗ＨＢＶ免疫グロブリン

Ｂ型肝炎ワクチン

※厚生労働省「Ｂ型肝炎母子感染予防方法の変更について」より一部抜粋

（５）まとめ
本報告書では、医療安全情報 No. ４９「Ｂ型肝炎母子感染防止対策の実施忘れ」について、本報告

書分析対象期間内（２０１５年７月１日～９月３０日）に報告された事例を紹介した。

前述のとおり、Ｂ型肝炎母子感染予防方法が変更されており、医療安全情報 No. ４９において掲載

した接種スケジュールは変更前のスケジュールであるため、変更後の接種スケジュールを参照してい

ただきたい。

今後も引き続き類似事例の発生について注意喚起するとともに、その推移に注目していく。
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